
64 人事マネジメント　2024.11

www.busi-pub.com

 総裁選時の議論から

　 9月の自民党総裁選の際に，「実

は日本の解雇規制は国際比較でみ

ればそれほど厳しくはない」とい

う問題提起がありました。今回は

このことについて考えてみます。

　この主張の根拠は，OECDの雇

用保護指標（Employment Protec-

tion Legislation indicators）のよ

うです。見づらいグラフで恐縮で

すが，図はOECDによる正社員の

解雇と有期雇用者の雇用規則に関

して国際比較をしたものです。縦

軸は有期雇用者，横軸は正社員，

ともに数値が大きくなるほど規制

が厳しく，小さくなるほど規制が

緩やかとなっています。

　さて日本は？　矢印で示しまし

たが，アイルランドとアイスラン

ドに挟まれたあたりです。どちら

かといえば，日本の解雇規制は

OECD加盟国の中ではやや緩いと

ころにあるようです。

 個別解雇の難易度をみると

　当時の総裁選の議論は，特に解

雇が最も厳しいといわれる正社員

の個別解雇の難易度の議論に焦点

が当たっていたようにも思えるの

で，この国際比較についてみてみ

ましょう。

　OECDでは正社員の解雇要件

を，①手続き要件 ②予告と手当

金 ③不公正解雇の規制の枠組み 

④不公正解雇の規制施行 の 4つ

の視点で分析を行い，これを総合

的に評価し，OECD雇用保護指数

という数値でまとめました。この

結果が表となります。

　さて日本は？といえば，この表

のOECD参加国は全部で37ヵ国の

中で日本は13番目，個別解雇規

制はかなり緩やかという位置にあ

ります。

　筆者は調査対象となったOECD

諸国の解雇規制の詳細までは知ら

ず，国際比較における日本の順位

の妥当性について言うべき知見は

持っていません。しかしながら，

仕事柄，外資系日本子会社の外国

人人事部長や，海外で人事部門に

関わった日本人海外駐在員の方々

を存じ上げており，彼らとの話を

通じても，このOECD調査結果と
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表　正規雇用者の個別解雇に
　　おける解雇規制（2019年）

手続き
要件

予告と
手当金

不公正解雇の
規制枠組み

不公正解雇の
規制施行

OECD雇用
保護指数

米国 0.7 0.0 0.1 4.4 1.3

スイス 1.2 1.3 1.6 2.3 1.6

カナダ 0.7 0.8 1.2 3.8 1.6

豪州 1.3 1.0 1.8 2.5 1.7

オーストリー 1.2 0.9 3.1 1.5 1.7

英国 1.3 1.3 1.1 3.3 1.7

ハンガリー 1.2 1.8 2.2 2.0 1.8

デンマーク 1.2 2.1 1.9 2.3 1.8

エストニア 1.5 1.4 1.6 3.0 1.9

アイルランド 1.3 1.2 1.9 3.5 2.0

コロンビア 1.3 1.6 2.0 3.0 2.0

ニュージーランド 2.3 0.4 2.3 3.3 2.1

日本 0.8 0.9 2.8 3.9 2.1

アイスランド 1.0 1.9 1.5 4.3 2.2

スロベニア 1.3 1.5 2.4 3.5 2.2

ドイツ 1.7 1.3 3.1 2.9 2.2

リトアニア 2.0 3.4 1.6 2.0 2.2

ノルウェー 1.5 1.0 3.3 3.3 2.3

スロバキア 2.8 1.5 2.8 2.0 2.3

韓国 2.2 1.0 3.0 3.3 2.4

フィンランド 2.0 1.0 2.2 4.3 2.4

ポーランド 2.2 2.5 2.4 2.5 2.4

メキシコ 1.8 1.7 3.7 2.5 2.4

スペイン 1.8 2.1 2.0 3.8 2.4

フランス 1.5 2.4 2.6 3.3 2.4

チリ 1.8 2.5 3.0 2.5 2.5
スウェーデン 2.3 1.7 2.5 3.4 2.5

ルクセンブルク 2.1 2.2 1.7 4.0 2.5

ギリシャ 1.2 1.2 3.8 4.0 2.5

ラトビア 2.5 1.8 3.2 3.0 2.6

イタリア 1.8 2.0 3.0 4.0 2.7

ベルギー 1.8 3.0 2.1 4.0 2.7

トルコ 1.3 3.4 3.1 3.5 2.8

オランダ 4.2 2.3 2.5 2.4 2.8

ポルトガル 2.3 1.7 4.2 3.3 2.9

イスラエル 2.5 2.9 2.5 3.8 2.9

チェコ 3.8 2.5 3.0 2.8 3.0
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現場とのギャップを拭うことはで

きません。

　このOECDの雇用保護指数の決

定因子である①手続き要件 ②予

告と手当金の指数が同じ表で示さ

れていますが，この2つの日本の指

数が，①手続き要件は0.8と参加

国中 2番目，②予告と手当金は0.9

と 3番目に緩い（厳しくない）とさ

れていることに気づきました。

　そこで①手続き要件と②予告と

手当金の指数に関連のある，OECD

の日本の調査結果を探してみまし

た。結果は以下の通りです。

　①手続き要件に関係のある調査

項目は“解雇の予告期間”だと思

います。回答は「雇用者は少なく

とも30日前に解雇予告を行うか，

30日分以上の平均賃金を支払わ

なければなりません。口頭での通

知は十分とされ，解雇理由の書面

は求めに応じて提供されます」と。

　②予告と手当金に関係のある調

査項目は“勤務期間に応じた解雇

予告期間の設定”と“勤務期間に

応じた退職金”ではないかと考え

ました。回答は，“勤務期間に応

じた解雇予告期間の設定”は「勤

続年数に関係なく，30日間」，“勤

務期間に応じた退職金”は「法律

上，退職金の支払い義務はない」

という記述でした。

　この 2つの結果を文字通りに解

釈すれば，日本の解雇規制はずい

ぶんと緩いという結論に当然に帰

着します。

　しかしながら，我々は実態を知

っています。例えば，能力不足の

社員を30日分の賃金で解雇でき

るか？　誰も首肯しません。

　退職金の支払い義務の法律上の

規定はありませんが，統計によれ

ば日本の企業の75％以上が退職

金制度を整備しています。その退

職金制度は勤続年数に応じて金額

が増加する制度が一般的です。さ

らに，解雇ともなれば，この退職

金に加えて，特別退職金を用意す

ることは珍しくありません。

　筆者の労務コンサルファームで

も，例えば能力不足社員の解雇の

相談の際には，まず解雇は極力回

避して，その社員から会社都合退

職の同意を得ることを勧め，その

ために，通常の退職金を自己都合

ではなく会社都合で計算するのは

当然として，その上で特別退職金

として，勤続 1年につき 1ヵ月の

賃金相当（勤続 3年未満は 3ヵ月

分）の特別退職金を少なくとも用

意するというアドバイスを行うの

が標準となっています。

　OECDの調査結果と解雇関連の

日本の実態はかなり開きがあるよ

うに思えます。なぜでしょうか？

 法的枠組みがないからこそ

　OECDの調査は，各国が解雇を

行う場合の①手続き要件 ②予告

と手当金の法的規制を調べていま

すが，日本の回答は，解雇ができ

るという見通しが立ってからの法

的手続きでしかありません。

　日本での解雇は，まず「解雇で

きるか？」「解雇できないか？」

の問題をクリアせねばならず，こ

れについて調査したOECDに回答

できるような法的規制は存在しま

せん。日本の場合は，解雇できる

とすれば，30日分の解雇予告手

当でも問題なく，すでに解雇がで

きる状態であれば解雇通知は口頭

でも構わないという仕組みです。

　解雇をするための具体的な法的

枠組みがないからこそ，実際の解

雇をめぐっては司法判断を仰ぐし

かなく，さらに解雇の裁判例の多く

は会社敗訴となっていることも人

事の実務家であれば承知していま

す。そのため，解雇案件が生じた場

合，実務ではまずは裁判を回避す

るため退職同意をいかに取り付け

るかという観点から，同意が得ら

れるような特別な退職条件を検討

するというのが実務対応です。そ

こには法的根拠は何もありません。

　さらに，筆者がやるせなく思う

のは，「日本の解雇規制はそれほ

ど厳しくない」という発言が，立

法府の最高機能を担う国会議員

の，しかも多くの議員グループを

率いる方からのものであるという

事実です。これでは日本の最優先

課題である労働市場改革の先行き

も不安ばかりが残ります。
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